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理事会通信

　第２０回理事会（平成17年３月23日）の概要
（会長報告）
　調査業法制定が閣議決定されていて、今通常国会で成立を目指すとの情報がある。それに伴い『探偵業の業務の適正化に関する法律案(仮称)』の骨子を入手、本日緊急に理事会を開催し、その法案骨子と関調協としての意見（会長私案）を追記した資料をもとに、法案に対する関調協としての意見を理事会でまとめたい旨を述べて議事に入った。

　

第1号議案　探偵業の業務の適正化に関する法律案(仮称)について

　探偵業を定義する規定で『人の所在、行動その他これに類する情報について、聞き込、張り込等の方法により実地の調査を行い、依頼者に報告する業務』とあり、ここでは採用調査、結婚調査、各種内偵調査、信用調査などは含まれていない。

2.　探偵業の届出制について

『届出制』は届け出すれば営業ができる。これでは悪徳業者に利用され、法律の目的は達成されない。悪い業者を排除する何らかの策が必要ではないか。

3. 『契約義務』の条項に、調査引き受けの際、依頼者が調査結果を悪用しないかどうかを確認する、とある。さらにその前条に犯罪目的の調査を禁止する規定がある。この規定に異論はないが、調査目的の悪用を確認する有効な手段がない。

4. 重要事項の説明は書面を交付して行うこと、と規定されているが、口頭でよいのではないか。

などの意見があったほか、戸籍、住民票などの交付に関し、調査業者が正当な理由を示して請求したとき交付が受けられるようにすべき、とする意見が大勢を占めた。

今月中にこれらの意見を、業法のまとめ役（ワーキンググループ）に提出することとなった。

第２１回理事会（平成17年４月14日）の概要
（会長報告）

会長は調査業法制定の動きとの関連を含め以下の事項を報告した。

・調査業法案のまとめ役へ関調協の意見書を提出した。

・東京の協同組合が業界窓口となり業法の動向と概要について情報入手。

・奈良の消費者からの苦情は一件落着し、消費者からお礼の電話があった。そのほか丹波の苦情は消費者センターに戻した。

・採用調査を行ったことを違反と見なした堺のハローワークが行政指導をした。旧大阪府労働部の見解を鵜呑みにし、ハローワークは調査すること自体を問題視している。その事について強く抗議した旨の報告があった。
第1号議案　調査業法制定の動き

　　前回の理事会で配布された資料、さらに新たな情報を交えて各理事で意見が交わされた。

・消費者保護の観点から大枠だけをつくり法案成立を急いでいる。

・業界団体の一本化と、調査業＆公安委員会＆警察が協力し制定後の正常化に努める形を想定している。

・警察庁がガイドラインの策定に着手しているとの情報がある等々、引き続き情報の収集が必要との認識で一致。

第２号議案　平成16年度の事業報告と収支決算 

平成16年度の事業報告と収支決算書が示され、それを基に真剣な討議が行われ、一部事業報告の修正を行った。
なお、収支決算書の様式中『流用後予算』欄は今後省略することとなった。

第３号議案　平成17年度の事業計画と収支予算 案

平成17年度の事業計画と収支予算 案が示され、その案に基づき真剣な討議が行われ、事業計画案の一部修正を行った。
第４号議案　平成17年度の役員改選 について
現役員は任期満了で全員退任となる為、新役員の選出方法と候補者についての審議がなされた。
第２２回理事会（平成17年5月11日）の概要
（会長報告）
・消費者からの苦情処理のうち、豊中の業者に対する苦情はその業者が大阪情報調査業協同組合に加盟しており、同協同組合の理事長と話し合った結果、当該苦情についてその理事長が処理するとの回答を得たので一任した旨を報告。

・（条文化された業法の写しを配布し）本日の第3号議案でその内容の検討を各理事に要請した。

・他の協会についての組織実態調査を行いつつある旨の報告があった。
第1号議案　平成16年度の事業報告と収支決算案ついて

　前回理事会での修正意見に基づく通常総会議案を配布し、会長はその資料に基づき説明し、各理事にその確認を求めた。各理事ともに確認したうえ、原案を通常総会へ提出するむねを承認した。

第２号議案　平成17年度の事業計画と収支予算案について
　当該年度の事業計画の基本方針中⑦コンプライアンスの推進と調査研究の項目に『業法制定関連の情報収集と調査研究』が加筆された。さらに次年度の予算案についても賛成多数で承認され、通常総会への提出が確定した。

第３号議案　調査業法について　と第４号議案　業界情勢についての２議案を合併審議

　・業法の原案のうち、欠格事由において触法前歴に該当する場合のクーリング期間が３年であったものが５年に訂正されており、条件が厳しくなっていることが確認された。各理事はともにこれを歓迎した。

・『調査業法』の制定実現が加速中と判断される中、業界の１本化を視野に入れた活動が必然となってくることで、東京の協同組合との連携、大調協会員でありながら主導権から疎遠となっているグループへの働きかけなどが 必要となることで意見は一致した。
　

第２３回理事会（平成17年6月８日）の概要
（会長報告）
・通常総会の準備はほぼ整ったことを述べた上、会場費、懇親会等の費用などの概略について報告し、理事会はこれを了承した。

・近日開催の大調協通常総会の基礎となる名簿が判明し、１年前との比較では30数社減少し現在数約１４０社と見られると報告。会員の入れ代わりが激しいと同時に相変わらず他府県の会員が多数見受けられるなどの問題点が指摘された。
・ 大阪府警察本部生安課の亀山警部が担当を離れ、新たに三代地警部が担当となったので近日中に表敬訪問を予定している旨が報告された。

第1号議案　個人情報保護法施行に伴う調査業への影響について

　　1．住民票の目的外使用事件に端を発した公簿謄本請求の制限を求める運動

2．内偵調査、前歴照会などに対して拒否する風潮

3．採用調査そのものを違法視する誤認

 　　上記はいずれも調査業の将来に重大かつ深刻な影響をもたらすものであり、本来必要とする個人情報を徒に遮断する結果の弊害について事例を集める必要があること。

さらには今後引き続き個人情報の遮断がもたらす事件の情報を集め、機会を見てマスコミなどを通じて、保護法の誤った理解が引き起こすブラック・アウトの危険性を訴える、などの必要性について意見は一致した。
I・ネットで同様の弊害事例を集めるのも戦術の一つとして検討する必要はある。
　　　　　　　　　　　　　　　
関西総合調査業協会第２回通常総会が平成１７年６月２２日ホテルイルグランデ梅田にて下記要領にて開催されました。
（式次第）
１．開会の辞

２．会長挨拶

３．来賓挨拶

４．議長選出

５．議事録署名人選出

６．議案審議

第１号議案　　平成１６年度事業報告の承認について

第２号議案　　平成１６年度収支決算の承認について　

第３号議案　　平成１７年度事業計画（案）について

第４号議案　　平成１７年度収支予算（案）について　

第５号議案　　役員改選について

第６号議案　　その他

７．閉会の辞

６月２２日午後４時に予定通り竜田専務理事の司会で開催された。式次第に基づき会長挨拶、来賓挨拶（全調協の脇山会長）があり、続いて、株式会社ジンダイの大久保社長が議長に選出され、議事録署名人には株式会社ニッタンの木戸口社長、株式会社アイアイサービスの山田支社長が選出され、審議に入った。
審議事項
第１号議案　平成１６年度事業報告の承認について

　　　　　　　　平成１６年度事業報告書

　　　　　　　　　　自　平成１６年４月１日

　　　　　　　　　　至　平成１７年３月３１日

　総務関係

　　　第１　会　員

　　　　平成１６年度中の入退会

　　　　期首会員数　　　本年度入会　　　本年度退会　　　期末会員　　　　備　考

　　　　　　３４　　　　　　　２　　　　　　　7　　　　　　　29　　　　　　　　　　　

　　第２　役　員（平成１７年３月３１日現在）（３役以外は５０音順
　　　　役　職　　　　氏　　名　　　　　所属並びに役職等　　

　　　　会　長　　　松谷　廣信　　　　㈱企業サービス　代表取締役

　　　　副会長　　　東田　俊康　　　　㈱ピ・アイ・オ　代表取締役

　　　　副会長　　　増田　勇治　　　　㈱アイ・アイ・サービス大阪本社代表取締役
　　　　専務理事　　竜田　充子　　　　㈱初恋の人探します社　代表取締役

　　　　常務理事　　大久保　勲　　　　㈱ジンダイ大阪本社　代表取締役

　　　　理　事　　　井上　慎哉　　　　綜合調査事務所　代表

　　　　理　事
　大西　哲夫　　　　㈱東経総合興信所神戸本社　代表取締役

理　事　　　木戸口　正　　　　㈱ニッタン　代表取締役

　　　　理　事　　　瀬戸　ヨシエ　　　相沢京子調査室　代表

　　　　理　事　　　脇山　良之　　　　㈱アイ・アイ・サービス統括本部　会長

　　　　監　事　　　樋渡　晃　　　　　㈱トクチョー大阪支社　支社長

　　第３　事務局

　　　　　　　大阪市北区西天満１－１０－１６KSビル６F

　　　　　　　関西総合調査業協会

　　　　　　　　℡　（０６）６３１３－４５６７　FAX（０６）６３１３－４５６６


　　第４　会議の開催

　　　　１　第１回通常総会を次の通り開催した。

　　　　　　開催日時　　平成１６年６月２３午前１１時～１２時まで

　　　　　　開催場所　　大阪市北区梅田３－３－４５ホテルモントレ大阪７F

　　　　　　正会員数　　３４名、　出席会員数　２８名（委任状含）

　　　　　　議　　長　　井上　慎也　　綜合調査事務所　代表

　　　　　　議事録署名人　　大久保　勲　　　古川　勇

　　　　　　提出議案及びその結果

　　　　第１号議案　平成１５年度事業報告の承認について

　　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　　　　第２号議案　平成１５年度収支決算の承認について

　　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　　　　　　　第３号議案　平成１６年度事業計画（案）について

　　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　　　　　　　第４号議案　平成１６年度収支予算（案）について

　　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　　　　　　　第５号議案　協会の名称変更について

　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　　　　　　　第５号議案　その他

　　　　　　　　　　　　　　特に議案提出なし

　

　　　　　　設立総会終了後引き続いて同ホテル「アマリエ」にて懇親パーテイーが開催された。

２．理事会の開催状況
	回数
	開催日時
	開催場所
	審議事項

	８
	H１６年

４月１４日
	関調協事務所
	1号議案　初年度事業計画案について

２号議案　苦情処理規程について

３号議案　会員増強の方策について

４号議案　その他

	９
	H１６年

５月１２日
	関調協事務所
	１号議案　平成１５年度事業及び決算について

２号議案　平成１６年度事業計画案と予算案について

３号議案　第１回通常総会について

４号議案　入会申込みについて

５号議案　苦情処理規程の確認について

６号議案　大阪興信探偵業協同組合に関する事項について

	１０
	H１６年

６月　９日
	関調協事務所
	１号議案　第１回通常総会について

２号議案　入会申込みについて

３号議案　ホームページについて

４号議案　その他

	１１

１１
	H１６年

７月２１日


	関調協事務所
	１号議案　業界情勢について

２号議案　入会申込みついて

３号議案　その他

	１２
	H１６年

８月１１日
	関調協事務所
	１号議案　業界情勢について

２号議案　苦情処理の具体的方策について

３号議案　教育研修について

４号議案　その他


	１３
	H１６年

９月　８日
	関調協事務所
	１号議案　個人情報保護法案のガイドラインに

２号議案　教育研修について

	１４
	H１６年

１０月１４日
	関調協事務所
	１号議案　苦情処理について

２号議案　全調協の動向と方向性について

３号議案　慶弔規程について

４号議案　その他

	１５
	H１６年

１１月１０日
	関調協事務所
	１号議案　慶弔見舞規程案について

２号議案　入会申込みについて

３号議案　教育研修会の開催について

４号議案　会員増強について

５号議案　その他

	１６
	H１６年

１２月　８日
	関調協事務所
	１号議案　教育研修会について

２号議案　会員増強について

３号議案　業界情勢について

４号議案　その他

	１７
	H１７年

１月１２日
	関調協事務所
	１号議案　教育研修会について

２号議案　業界情勢について

３号議案　その他

	１８
	H１７年

２月　９日
	関調協事務所
	１号議案　個人情報保護法のための措置の特例

　　　　　に関する指針について

２号議案　顧問及び相談役の制度について

３号議案　NPO全調協との取り組みについて

４号議案　広報と業界情勢について

５号議案　その他

	１９

１９
	H１７年

３月　９日
	関調協事務所
	１号議案　調査業法制定の動きについて

２号議案　NPO全調協の会費値上げの対応について

３号議案　業界情勢について

４号議案　その他

	２０
	H１７年

３月２８日
	関調協事務所
	１号議案　調査業法（仮称）について


　　　　　　　　　　　　　

第２章　事業関係

1 調査業界の健全化の推進については

関係官庁及び団体との密接な連携を図り健全化の方策に努めた。

2 業務の適正化及び公正な苦情処理の研究と対応については

　　業務の適正化及び公正な苦情処理の研究と対応に努めると共に苦情処理規程を定め、消費者センターと連携し、具体的苦情に逐一対応し適正な処置に努めた。

3 会員の意識啓発と教育研修の実施については

常時会員の意識啓発に努めると同時に、平成１７年１月２５日に教育研修会を実施した。

4 広報活動の推進については

（１）関西総合調査業協会会報を４、６、８、１０、１１、１、３月と隔月に発行した。

　　（２）監督官庁及び関係団体との連携を密にし、協会の事業における理解と協力に努めた。

5 組織拡大の推進については

6 組織拡大に努めたが結果的には加入２名、退会７名となり実質減員となった。

7 大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例の順守に努め、倫理意識と人権の高揚に努めた。

8 コンプライアンスの推進と調査研究については

個人情報保護法の施行に向けて、その研究と対応に努めた。

9 特定非営利活動法人全国調査業協会連合会に団体加盟し、全面的に支援した。

　第３号議案　　平成１７年度事業計画（案）について

　　第１　基本方針

1 調査業界の健全化の推進

関係官庁及び団体との密接な連携を図り健全化の方策に努める

2 業務の適正化及び公正な苦情処理の研究と対応に努める

3 会員の意識啓発と教育研修の実施に努める

4 広報活動の推進

（１）機関紙の発行

　　（２）監督官庁及び関係団体との連携を密にし、協会の事業における理解と協力を求める

5 組織拡大の推進に努める

6 大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例の順守に努め、倫理意識と人権の高揚に努める

7 コンプライアンスの推進と調査研究に努める

8 特定非営利活動法人全国調査業協会連合会に団体加盟し、全面的に支援する

　　　⑨　調査業法案（仮称）の調査研究に努める

第４号議案　平成１７年度収支予算（案）について

　　　予算案の通り異議無く承認された

第５号議案　役員改選について

　　現役員は任期満了に伴い全員が退任し、新たに以下の者が選出された。
　　　　役　職　　　　氏　　名　　　　　所属並びに役職等　　

　　　　会　長　　　松谷　廣信　　　　㈱企業サービス　代表取締役

　　　　副会長　　　東田　俊康　　　　㈱ピ・アイ・オ　代表取締役

　　　　専務理事　　竜田　充子　　　　㈱初恋の人探します社　代表取締役

　　　　常務理事　　大久保　勲　　　　㈱ジンダイ大阪本社　代表取締役

　　　　理　事
　大西　哲夫　　　　㈱東経総合興信所神戸本社　代表取締役

理　事　　　木戸口　正　　　　㈱ニッタン　代表取締役

　　　　理　事　　　瀬戸　ヨシエ　　　相沢京子調査室　代表

　　　　理　事　　　樋渡　晃　　　　　㈱トクチョー大阪支社　支社長

　　　　理　事　　　山田　幹郎　　　　㈱アイ・アイ・サービス大阪支社長

　　　　理　事　　　脇山　良之　　　　㈱アイ・アイ・サービス統括本部　会長

　　　　監　事　　　井上　　清　　　　(有)大阪私立探偵社　代表取締役

第５号議案　その他

　　その他特に議案なく、議長は以上で全ての議案が終了した旨を述べて１７時００分閉会を宣言した。

その後、同ホテルの１階にて懇親会が行われ、１８時３０分和やかな雰囲気の中で、予定された全ての行事を終了した。

第24回理事会（7月12日）の概要
（会長報告）

・全調協理事会に出席、格別のことなく終了した旨を報告。

・郵政関連法案が衆議院を通過したため業法審議に入る見通しが強まる。

・住民票等の目的外使用の不祥事などの行方に注目。

・第2回通常総会にて選任された理事・役員の決定を受け、本理事会第1号議案にて各専門委員と委員長の選任をお願いしたい。

第1号議案　各委員会の組織編制と委員長の選任について
審議の結果、各委員長・委員が選任された。

但し、欠席理事が数名居り、就任承諾が一部得られていないため、委員長及び委員の名前は次回会報にて発表する。

第２号議案　戸籍及び住民票の公開制限問題について
　本人確認に不可欠な戸籍及び住民票の公開規制の動きは看過できない。不確かな情報が溢れている社会の不安除去に、これまで果たしてきた調査業の役割がある。その実例を集約して、情報ブラックアウトの恐ろしさを訴える必要がある。他の同業団体とも連携し、業界全体でこれにあたることで全理事の意見が一致。
第３号議案　業界情勢と組織拡大について
他協会の情勢及び組織拡大の方策について、各理事から活発な意見が出され、一部の問題について具体的調査に入る事になった。
第４号議案　顧問・相談役の設置

　当協会は必要に応じ顧問、相談役を置く事ができることとし、綜合調査事務所の井上慎哉氏（前理事）に相談役への就任を要請することとなった。

事務局便り
　　暑中お見舞い申しあげます。

空梅雨と思いきや７月に入ると今度は水害が気になるほどの雨。人間の身勝手さに自然が警告を与えているように感じるのは私だけでしょうか・・。何れにしても猛暑の予感、健康には十分に気をつけられますように。
※　会費未納の方は出来るだけ早目にお願い致します。

※　事務局は８月１１日～１６日まで休ませて頂きます。

役に立つ法律問題　　　　　　　　　　　弁護士　小山　彰松
問題　Ａ社に売掛金の請求をしたら、時効で払えないと言われました。しかし、１週間前に請求したら、Ａ社長は今手持ちの資金がないので、１週間待って欲しいと言ってきました。どうしたらよいのですか。

回答　Ａ社の時効の主張は認められません。貴社の売掛金の請求が認められます。

解説　売掛金の時効は２年です（民法１ ７ ２、３号）。従って、請求出来るとき（請

　　求出来るのは、商品を売ったときからではない。月末締めの翌月末支払いであれば、翌々月の１日から２年である｡）から２年が過ぎれば、買主は時効の主張が出来ます。本問の場合も、Ａ社は２年が過ぎたので時効を主張したものと思われます。しかし、時効期間が過ぎても買主が買掛金を認めている場合は、買主は時効を主張出来ないとの最高裁の判例があります。

　　　従って本問の場合、Ａ社の社長が買掛金を認めていますから、Ａ社は時効の主張は認められず、買掛金を貴社に支払わなければなりません。

問題． 時効の進行を止めるにはどんな手続をすればよいのですか。
回答　時効の中断の手続きを取ればよい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
解説　時効中断には、請求、差押、仮差押、仮処分、承認があります。例えば売掛金をＡ社に持っており、あと２ヶ月で時効になる場合、請求書をＡ社に出しておけば、２ヶ月が経っても時効になりません。しかし、請求書の場合は請求書を出してから６ヶ月以内に裁判上の請求等の裁判上の手続をしなければ、時効中断の効力がなくなります。請求書を出し続けても、時効中断の効力はありません。

　　　時効管理は、会社の経営上たいへん大事なことですから、日頃から債権管理を怠らないようにしてください。せっかく売り上げが伸びても、債権管理を怠り、債権を消滅させてしまったら、損金が増え、会社倒産の恐れが出てきます。


問題・時効の種類を説明してください。

回答　取得時効と消滅時効があります。
　　　取得時効は、ある一定期間、ある他人のものを自己の所有物として占有しておれば、その所有権を取得出来る制度です。

　　　消滅時効は、ある権利、例えば売掛金を請求出来るときからある一定期間請求せずに、そのままにしておいた場合、買主がその買掛金の支払義務を負わなくても良い制度です。

解説　この時効制度が採られる理由は、１，長期にわたって存続している事実状態を尊重して、その事実状態を前提として構築された社会秩序や法律関係の安定を図ること、２，過去の事実の立証の困難を救い、真の権利者ないしは債務から解放されたものを保護すること、３，権利の上に眠るものは保護に値せず等の理出が挙げられています。

問題．債権によっては消滅時効の期間が違うのですか。
回答　時効の期間については、民法と商法に規定されています。　　　　　　　　｀

　　　民法では原則１０年が消滅時効の期間です。商法では５年です。しかし、民法では債権の種類により、短い期間で消滅時効になる規定をおいています。これを短期消滅時効と呼びます。

解説　運送賃、飲食代などの債権は１年、売掛債権は２年、請負代金は３年で時効になります。これらの債権は日常的な取引で、債務者がいちいち支払を証明する領収書を長期間保存することを期待出来ないためです

問題・消滅時効を防ぐ方法はあるのですか。
回答　民法は時効中断という制度を設けています。

　　　時効中断の事由が生じますと最初に戻ります。

解説　例えば売掛金債権の時効が１年経過している場合、時効中断の事由が発生すると最初に戻り、事項中断の事由が止まったときから時効が進行します。時効成立までに２年必要になります。


問題・時効中断の事由にはどんなものがありますか。
回答　民法には、１、請求、２，差押、仮差押、仮処分、３，承認　の３事由をあげています。

解説　１の請求には、債務者に、口頭でする場合、書面でする場合があります。これらを催告といいます｡催告をするだけでは､完全な時効中断にはなりません。催告してから６ヶ月以内に、裁判上の請求（訴訟の提起）をしなければ、時効中断の効力がなくなります。請求書を出し続けても、時効は中断しません。３の承認は債務を認めることです。毎年の決算期に、債務確認の書面をとっておかれたら、時効は中断します。債務の一部弁済も、この承認をしたものとみなされます。

　　

会員コーナー

社長ブログ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　松谷　廣信
　今年４月初め、弊社の大番頭から命令が下った、「社長・・、今月からホームページにブログ書いてください」、「エッ、何それ、ブログてなんや」、「ン・モオー。堀江もんなどもこまめに書いてますよ・・。判りやすく云えば日記ですか・・」、「日記は他人に見せるもんやないやろう」「イヤ、それはそうなんですが、所謂公開する日記といいますか・・」、

こんな遣り取りの結果、４月より社長ブログなるものを書く事となった。最初は少し抵抗
もあったが書き始めると意外と面白い。私のブログなど見る人は殆どいないと思いながらも、不特定多数の誰もが見ることの出来るホームページに、自分なりの思いが書けるのである。日頃社会から虐げられて観られる事の多い此の業界にあって、ただ一方的に言いたいこと、書きたいことが書けるのである。そして、偶には読んだ人からの反応（トラッグバック）も頂けるのである。

　そんな事で書き始めたブログの一部をここに掲載することにします。「手抜きしやがっ
て・・」と、彼の人の声が聞こえそうですが、会報作りも結構大変なんだから・・・。

　私のブログ検索は、「http://www.ks110.com」の社長ブログ欄です。一度お目通し頂ければ幸いです。

採用調査（呆れた応募者）

求人誌での営業マン中採募集に応募があった。年齢４３歳、工業大学卒、大手建設会社及び住宅販売会社での職歴が３社。面接での印象は良。言動はハキハキとしており労働意欲も十分に感じられ、面接官も「これはひろい者か・・」と思ったという。

そこで、経歴及び前職での勤怠、職務能力、退職理由などを確認する、採用調査を当社に依頼してきた。

営業から統括を経て昨日朝１番に調査員にその調査案件が配布された。調査員は、早速履歴の確認調査に着手したが、あにはからんや調査は全く進まない。先ず、大学の卒業確認を試みたが、該当なし（大学は確認に応じてくれないが、大学の卒業者名簿が保管されており、名簿にて確認する）。大学新卒で就職し１３年勤めたとある大手建設会社は個人情報保護を理由に職歴確認に応じてくれない。２社目の職歴、大手住宅販売会社に確認を試みる。直接人事を訪問しても同様の理由で多分応じてくれない。そこで、職務経歴書から読み取れる直接の所属営業所及び同部署を管轄する営業関係部署で確認に努める事とし、かなりの時間を費やすが全く確認できない。５年間勤め２年前に退職した先である。１０年も経過しておれば未だしも僅か２年前のこと、古参社員は「私はこの部署に１０年居るが全く記憶にない。２～３ケ月の短期であれば自信はないが５年となるとチョット・・」との返答。最終３社目の中堅住宅販売会社も今ひとつハッキリしない。何時もの調子で簡単に引き受けた仕事であるが、担当調査員は頭を抱えて調査部長に相談、「部長、この人サッパリ判りません・・、何か方法有りませんでしょうか・・」。うーん・・部長も頭をかかえるが、何か云わなければ格好も付かない。「現住所行ってみたんか・・」、　「いえ、居住地調査は別案件になりますので」、　「しかし、判らん場合は居住地が基本や、、。とにかく行ってこい」。早速、調査員は淀川区の申告住所地に向かった。履歴書には妻あり、扶養家族蘭には２人と記録されているにもかかわらず、居住地はワンルームマンション。近所付き合いは全くなく、判ったのは、家賃７万円で１年ほど前からの単身住まいというのみ。

この時点で、「履歴詐称の訳あり人物の可能性大」と判断されるが、確たる証拠はない。頭をかかえた調査員、再度部長に相談。そこで部長、「社長この案件、少し費用かかりますがトコトンやりますよ・・」とひと声かけてきた。勿論OK。

結果はなんと業務上横領（横領金額８６０万円）で昨年１２月に逮捕されていた事が判明。履歴は全くのデタラメで住宅販売会社ではなく、某大手スーパーに勤務していた人であった。無論妻子など居なく独身である。

どうして判ったのか・・。それは秘密です。但し、１００％警察などからの情報入手ではなく違法調査でもない。

ただ、たまたま今回のケースは上手く判ったが、必ず判るかと云われれば自信はない。今後ますます個人情報入手は難しくなるが、その分アクがはびこる事になるのは間違いない。保証できる。

人権、プライバシーを護る為に、もっともっと大きな人権が侵害される結果になる可能性がある事を知って欲しい。

倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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